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〒 102-8016　東京都千代田区富士見 2-7-2　ステージビルディング 14 階
全国健康保険協会　船員保険部

ご提出先

検索船員保険

R2.4

記入例 出産育児一時金支給申請書

記号・番号は、被保険者証に記載さ
れています。

 船員保険　　　    本人（被保険者）
 被保険者証

記号 1234567890　　番号 123

氏名　　船保　太郎

 保険者番号
 保険者名称
 保険者所在地

02130011
全国健康保険協会船員保険部
千代田区富士見 2-7-2

印

船員である（あった）被保険者（疾
病任意継続被保険者を含む）の氏
名をご記入ください。

ご希望の振込希望口座をご記入く
ださい。
預金種別についても、必ず該当する
ものに○をしてください。

②の申請者名義以外の口座に振込
を希望される場合は、必ずご記入く
ださい。
受取代理人の欄の申請者の印は、
②欄に押印いただいたものと同じ
ものを押印ください。
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記入内容を訂正した場合は、訂正
箇所に訂正印（申請者の印）を押印
ください。 
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①の記号番号を記入した場合は、記入不要です。
被保険者のマイナンバーを記入した場合は、以下の書類が必要です。※1　貼付台紙※2 に㋐㋑どちらも貼付し、申請書に添付してください。
　㋐身元確認を行うための書類（いずれか１点）

・被保険者の個人番号カード（表面）のコピー、運転免許証のコピー、パスポートのコピー、
　その他官公署が発行する写真付き身分証明書のコピー

　㋑番号確認を行うための書類（いずれか１点）
・被保険者の個人番号カード（裏面）のコピー、個人番号通知のコピー、被保険者の個人番号が記載された住民票か住民票記載事項証明書

※１ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に定められています。
※２ ホームページからダウンロードできます。（印刷環境がない場合は船員保険部までご連絡ください。）
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2 R2.4

■支給額　
　１児につき４２万円が支給されます。
　※産科医療補償制度に未加入の医療機関で出産した場合、または在胎週数２２週未満で出産した場合は、
　　４０万４千円が支給されます。

多児出産の場合は出生児の氏名を
すべてご記入ください。

7

「医師・助産師による出産証明」また
は「市区町村長による出生に関して
戸籍に記載した事項等の証明」を
受けてください。死産の場合は、医
師・助産師に限って証明を受けてく
ださい。
証明を受けることができない場合
は、「出生（死産）が確認できる書
類」を添付してください。
※訂正が必要な場合は、訂正箇所

を二重線で抹消し、正しい内容
を証明者（医師・助産師・市区町
村長）より記入してもらってくだ
さい。また、二重線の近くに証明
者（医師・助産師・市区町村長）
によるフルネームの署名または押
印が必要です。

8
6

7

8

生産の場合は、出生児数をご記入
ください。
死産の場合は、死産児数とともに
妊娠経過週数及び日数をご記入く
ださい。
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3 R2.4

申請書は、家族（被扶養者）の
出産育児一時金支給申請であっても、
被保険者ご自身がご記入ください。
被保険者が亡くなった場合は、
生計を同じくされていたご家族の方が
ご記入ください。

1/2ページ 2/2ページ

申請書は2ページです。漏れなく正確にご記入ください。

※証明書等が外国語で記載されている場合は、翻訳文を添付してください。
（翻訳文には、翻訳者が署名し住所および電話番号を明記してください。）

申請書に医師・助産師または
市区町村長の証明を
受けられない場合

出生が確認できる書類
戸籍謄（抄）本、戸籍記載事項証明書、登録原票記載事項証明書、
出生届受理証明書、母子健康手帳（原本提示）、住民票など

死産が確認できる書類
（ 死産証書（死胎検案書）など ）

海外出産に係る申請で、
出生したお子様が、被保険者の
被扶養者ではないが日本国内に
居住している場合

出生が確認できる書類
戸籍謄（抄）本、戸籍記載事項証明書、登録原票記載事項証明書、
出生届受理証明書、母子健康手帳（原本提示）、住民票など

海外出産に係る申請で、
出生したお子様が、被保険者の
被扶養者ではなく、日本国外に
居住している場合及び死産の場合

以下のうちいずれか1点
・現地の公的機関が発行する戸籍や住民票等の出生の事実を確認できる書類
上記書類が添付できない場合
・出産を担当した海外の医療機関に対し、船員保険部が照会することに関する
　同意書

被保険者が亡くなられ、
生計を同じくされていたご家族の方が
申請する場合

・亡くなられた方の「住民票除票」および申請者の「住民票」
・被保険者との続柄がわかる「戸籍謄本」等

①医療機関等から交付される直接支払制度を利用していないことを証明する書類のコピー
（領収・明細書に「直接支払制度を利用していない旨」が記載されている場合は、そのコピーを添付いただければ結構です）

②産科医療補償制度の対象分娩である場合には、その旨を証する所定の押印のある領収・明細書のコピー

必ず添付いただくもの

以下に当てはまる場合に添付いただくもの（いずれも原本が必要です。）

添付書類をご用意ください。

( )

( )



4 R2.4

被保険者または家族（被扶養者）が、妊娠4か月（85日）以上で出産をしたこと。
早産、死産、流産、人工妊娠中絶（経済的理由によるものも含む）も支給対象として含まれます。

支給額
1児：42万円

多児の場合 人数 × 42万円　
※下記にあたる場合は40万4千円

産科医療補償制度に未加入の医療機関等で出産した場合
40万4千円

妊娠週数：22週未満で出産した場合

被保険者資格喪失後に出産した場合

ご存知ですか？

出産育児一時金には、医療機関等の窓口負担を軽減するための制度があります。

■ 窓口負担軽減のための制度
制度名 概　要 被保険者が行うこと

①直接支払制度 出産育児一時金を船員保険部から
医療機関等に直接支払う制度

医療機関等と支給申請および
受取に関わる代理契約を締結

（医療機関等が船員保険部に請求）

②受取代理制度
※直接支払制度を導入していない
　小規模な医療機関等に限られます。

被保険者が受け取るべき出産育児一時金を
医療機関等が被保険者に代わって
受け取る制度

専用の申請書を船員保険部に提出

※①・②ともに医療機関等によって利用できる・できないがございますので、ご利用にあたりましては出産を予定している医療機
関等にご相談ください。

　なお、直接支払制度・受取代理制度では、出産育児一時金支給額（42万円または40万4千円）の範囲内で船員保険部から医療機
関等にお支払いいたします。その際、出産費用が出産育児一時金支給額（42万円または40万4千円）以下の場合は、船員保険部か
ら被保険者へ差額分をお支払いいたしますが、直接支払制度をご利用の方は別途専用の申請書を提出する必要があります。

次の①、②の条件を満たした場合は、被保険者資格喪失後も出産育児一時金が支給されます。
①被保険者資格喪失後６か月以内の出産であること。
②被保険者であった期間（疾病任意継続被保険者期間を除く）が、資格喪失日前１年間に３か月以上、
　または３年間に１年以上あること。

※同じ出産に対して出産育児一時金の支給は1回のみです。
資格喪失後6か月以内の出産に対しても支給されるため、支給を受けることができる保険者が複数になる場合も
ありますが、重複して支給を受けることはできません。

支給を受ける条件




